










































民社会の下で画一的な強固な同一性の下に組み入れようと こととの軋轢の表れであり、それは多様性の否定であって自由な個人を社会の核と捉える市民社会の価値観と衝突する根本的な問題である。さらに労使関係にあって、企業別組合は、価値観の違いに悩む仲間を救えない主体としての「弱さ」によってあるいは企業の正規従業員として企業の強固な同一性を求める価値を共有していることから生じる異質性を排除する意識の「 さ」 よって、多様性を包摂しえない存在となってい 。以前、企業別組合は非正規労働者を正規従業員 入れることを求めて仲間とし 意識してきた。現在は、同一性を有さな 従業員を異質な「労働者」 益々「個 追いやって それは 労働組合が労使関係における主体として 地位 薄めることに っている いえ し、その分、労働者 「個化」深刻である。とはい 、その「個化」 た労働者 労使関係の主体に復活させうる も、人生観や労働観などでさまざまな価値をもちそれぞれの幸福を追求することを可能 す 労働者組織であ 。その役割 果た こ を期待されているのは企業 織を超え 組織であ 。　
また、国や地方の財政的危機状況の下、民間部門の活用が経済活性化をもたらすとして、主に地方自治体が福祉・










































































































































































































































労働者間の連帯意識は運動論としてはともかく実態的には弱いまま、第二次大戦直後の激動期に入っていったように思われる。ほどなく、わが国の労働組合 正規従業員（工員も職員も（で組織する単一組合すなわち企業別組合に収斂していく。企業を超えて組織される労働組合は一般合同労 や海員組合とい 数えるくらいしかなく、産業別組織は圧倒的に企業別組合の連合体である。　
わが国でも企業別を超えた労働組合の形成・発展を模索しなかったわけではない。地域あるいは職種別組合の結成






















































し、それ もはや高度経済成長期の厚みのある中間層を生み出すことにはならないであろう。絶え間ないテクノロジーの開発への圧力に応 ようとする労働者の姿は下層化圧力に対する水鳥 水面下の足にも似たもがきでしかない。　
とはいえ、喫緊の課題は、非正規労働者の継続した安定雇用の確保や企業再編に伴い離職した労働者の就業支援を
支えるに必要な職業教育・訓練さらには若年者や女性への職業教育・訓練などついてである。新しい公共は、それらへの対応が期待されている。これらの課題 、 「公共」 領域拡大でもあり今までの中央官庁ではその対応に 限界がある。それに代わる地方あ いは地域での政策が注目される。また、その政策実施の担 手として 公共部門でなく民間部門たとえばＮＰＯ ＮＧＯ、コミュニティ・ユニオン 労働者協同組合などの労働者組織に期待が寄せられている。　
こうした新たな状況を示す指標としての「新しい公共」 。労使関係に関わることから、その主体たる労働組合さら


























































































































































安全かつ良質な公共サービスが適正 つ確実に実施され ように、公共サービスの実施に従事する労働者の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備 関し必要な施策 講ず 努力 国や地方公共団体に求めてい 。しかし、総合評価方式による入札では、破格の廉価で入札すれば ポイントが得られ、労働環境等 ポイントが高くても追いつけない。これでは入札価格 ダンピングを回避できず受注業者の下で雇用さ る 者の労働条件の著し 低下への懸念は払しょくされない。　
他方、諸外国では、政策実現のより良い方法として積極的に公契約を活用してきた。たとえば、アメリカでは、公























































の差額を支払わせるのは、公契約条項に定めるところから当然のことと考え が、興味深いのは いくつかの公契約条例において、受注業者が下請に回してその下請業者の下で就労した労働者の賃金が を下回る場合に受注業者（元請（と下請業者とが連帯してその差額を支払う責任を負うと定めていることである。生活できる適正な賃金の確保を目的とする公契約条例の目的に沿うといえる。　
本稿の視点である労使関係のルール設定や監視への労働組合等労 者組織の積極的な関与に注目する点からは、以





































などに新たな政策的対応を求めるようになっている。これらの新たな政策課題は「公共」の領域拡大であり、今までの中央官庁では限界があり、地方行政 での政策が注目される。また、その担い手として上述した労働関係諸組織に期待が寄せられている。その期待とは、 「新しい公共」に関わる、労使関係の主体たる労働組合さらに主体と深くかかわる労働者組織による 使関係ルールの決定や実施・運用へ 参画である。こ 流れは、 に、企業内労働組合によ 従来型の企業別団交 労働条件決定から、地域別・職種別の労働者組織による外部労働市場でのルール設定・実施への参画・監視への役割を促してい 。　
本稿ではそのような観点から、職業能力養成、公契約へのかかわりを見てきた。そのかかわり方にはひとつの確信
がある。それは、現代における労働者は多様な価値をもち各々の追い求める幸福もさまざまであ 。このことを雇用社会・労使関係は承認し、労働者を主体と認め、包摂し共生していかなくて ならな と うことであ　
これをどのように確保していくかであるが これからは、外部労働市場で ルール設定・実施へ 積極的な参画に、










































































































































































































































































































































































































































































































































































定されている。小畑精武「公契約条例のひろがりといくつかの課題」労旬一八二〇号四七頁、四九頁。連合東京「公契約条例内容比較」 、二〇一四 一一。一二 シンポジュウム
　
インターネットより収集。連合東京のスライドによると、県を除いて一四件。
小野論文との数字の差は、集めた時期が二〇一四年三月 九月まで 差で連合東京の方が二件多いが、連合東京は賃金などの労働条項をもたない条例四件を数えていないことによる。連合東京の二件を小畑論文に加え、そこから労働条項のない四件を引けば一致する。
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